
議第９号

(総　　　則)

第 １ 条 　令和６年度酒田市水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

(収益的収入及び支出)

第 ２ 条

第 １ 款 2,814,632 千円 9,871 千円 2,824,503 千円

第 １ 項 2,540,118 千円 9,871 千円 2,549,989 千円

第 １ 款 2,811,955 千円 3,600 千円 2,815,555 千円

第 １ 項 2,581,125 千円 3,600 千円 2,584,725 千円

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第 ３ 条

(1) 280,437 千円 3,600 千円 284,037 千円

矢　口　明　子　

　予算第９条第１号を次のとおり改める。

(科　目) （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

職 員 給 与 費

令和７年２月２１日 提出

山形県酒田市長

営 業 収 益

令和６年度　酒田市水道事業会計補正予算（第３号）

　令和６年度酒田市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の
予定額を次のとおり補正する。

(科　目) （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

支　　　　　　　　　　出

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

収　　　　　　　　　　入

水 道 事 業 収 益
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補正予算に関する説明書
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（単位：千円）　

既　決　予　定　額 補　正　予　定　額 計 備　　　　　　　考

１ 水 道 事 業 収 益 2,814,632 9,871 2,824,503

１ 営 業 収 益 2,540,118 9,871 2,549,989

３ そ の 他 の 営 業 収 益 68,074 9,871 77,945 他会計負担金の増

（単位：千円）　

既　決　予　定　額 補　正　予　定　額 計 備　　　　　　　考

１ 水 道 事 業 費 用 2,811,955 3,600 2,815,555

１ 営 業 費 用 2,581,125 3,600 2,584,725

４ 総 係 費 292,986 3,600 296,586 退職給付費の増

令和６年度　酒田市水道事業会計補正予算（第３号）実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　　　入

款 項 目

　支　　　　　　　　　　出

款 項 目
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(単位：千円)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） △ 25,603 

減価償却費 918,888 

固定資産除却費 20,126 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 23 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 1,487 

修繕引当金の増減額（△は減少） △ 154,715 

賞与引当金の増減額（△は減少） 838 

長期前受金戻入額 △ 21,295 

４条特定収入消費税 △ 1,240 

受取利息及び配当金 △ 86 

支払利息 32,735 

未収金の増減額（△は増加） 96,011 

たな卸資産の増減額（△は増加） 100 

未払金の増減額（△は減少） 44,135 

未払費用の増減額（△は減少） △ 5,327 

前受金の増減額（△は減少） 268 

預り金等の増減額（△は減少） 3,296 

小　　　計 906,621 

利息及び配当金の受取額 86 

利息の支払額 △ 32,735 

業務活動によるキャッシュ・フロー 873,972 

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,147,297 

国庫補助金による収入 14,690 

一般会計からの補助金による収入 360 

負担金による収入 13,546 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,118,701 

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 244,100 

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 406,482 

一般会計からの出資による収入 2,232 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 160,150 

資金増加額（又は減少額） △ 404,879 

資金期首残高 5,125,697 

資金期末残高 4,720,818 

令和６年度　酒田市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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１　総括

※（ ）内は、定年前再任用短時間勤務職員、暫定再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員に

　ついて外書きしたもの。

給 与 費 明 細 書

区分

(人) (人)

1,425

(千円)

補正後

比較

(0)

00

(1)

29

補正前

(1)

特別職 一般職 報　酬

職員数

108,629

3,600

計

(千円)

241,667

238,067

3,600

128,013

128,013

0

法定福利費 合　計

区分
住居手当

(千円)

(千円)

42,370

42,370

0

(千円)

284,037

280,437

3,600

手　当

(千円)

通勤手当

(千円)

給　　与　　費

給　料

(千円)

1,42529

112,229

扶養手当

(千円)

4,710

4,710

0

比較 0 0

(千円) (千円)

1,296

1,296

0

補正後

補正前

比較

区分

管理職員特
別勤務手当

期末手当

(千円)

2,765

2,765

0

計

特地勤務
手　　当

(千円)

時間外勤務
手　　　当

(千円)

8,275

8,275

0

1,410

0

1,410

勤勉手当

3,600

手
当
の
内
訳

手
当
の
内
訳

管理職手当

(千円)

112,229

補正前 35 29,890 24,401 3,395 32,452 108,629

(千円) (千円)

補正後 35 29,890

特殊勤務
手　　当

3,395 36,052

0 0 3,600

寒冷地手当 児童手当 退職手当

(千円)(千円) (千円)

24,401

（1）　会計年度任用職員以外の職員

※（ ）内は、定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

区分

職員数

法定福利費 合　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円)

給　　与　　費

比較

(0)

0

(千円) (千円)

補正後

(0)

128,013 111,724 239,73729

29

42,034 281,771

108,124 236,137 42,034

0

278,171

区分

特殊勤務
手　　当

特地勤務
手　　当

時間外勤務
手　　　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

管理職手当 扶養手当 住居手当 通勤手当

(千円) (千円)

補正前

(0)

128,013

3,600 3,600

8,275

補正前 1,296 4,710 2,765 1,410 8,275

補正後 1,296 4,710 2,765 1,410

0 3,600

0 0

手
当
の
内
訳

区分

管理職員特
別勤務手当

期末手当

手
当
の
内
訳

比較 0 0 0

勤勉手当 寒冷地手当 児童手当 退職手当 計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補正後 35 29,610 24,176 3,395 36,052 111,724

補正前 35 29,610 24,176 3,395 32,452 108,124

比較 0 0 0 0 3,600 3,600
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（2）　会計年度任用職員

※（ ）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書きしたもの。

区分

職員数

法定福利費 合　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円)

給　　与　　費

比較

(0)

0

(千円) (千円)

補正後

(1)

1,425 505 1,930 336 2,266

505 1,930 336 2,266

区分

特殊勤務
手　　当

特地勤務
手　　当

時間外勤務
手　　　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

管理職手当 扶養手当 住居手当 通勤手当

(千円) (千円)

補正前

(1)

1,425

0 0

補正前

補正後

0 0

手
当
の
内
訳

区分

管理職員特
別勤務手当

期末手当

手
当
の
内
訳

比較

勤勉手当 寒冷地手当 児童手当 退職手当 計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補正後 280 225 505

補正前 280 225 505

比較 0 0 0

２　給料及び手当の増減額の明細

給　料

手　当

0

3,600

その他の増減分

給与改定に伴う増減分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分 0

3,600 退職手当　　　3,600

(千円) (千円)

0

昇給に伴う増加分 0

0

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　明 備　考

-6-



244,678

2,097,579

38,745,206

5,830,663

14,081

71,185

150,087

△ 28,366,368

18,787,111

64

144

806

1,014

18,788,125

4,720,818

284,095 284,095

△ 1,636

16,961

763

5,021,001

23,809,126

1,304,144 1,304,144

404,700

925,618 1,330,318

2,634,462

令和６年度酒田市水道事業予定貸借対照表
（令和７年３月３１日）

（単位：千円）

資　産　の　部
１ 固 定 資 産

ハ 構 築 物

ニ 機 械 及 び 装 置

ホ 車 両 運 搬 具

(1) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地

ロ 建 物

(2) 無 形 固 定 資 産

イ 地 上 権

ロ 電 話 加 入 権

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品

ト 建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

(1) 現 金 ・ 預 金

(2) 未 収 金

イ 営 業 未 収 金

ハ その他無形固定資産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

２ 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　債　の　部
３ 固 定 負 債

(3) 未 収 金 貸 倒 引 当 金

(4) 貯 蔵 品

(5) 前 払 費 用

イ 退 職 給 付 引 当 金

ロ 修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計

(1) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

(2) 引 当 金

348,945 348,945

273,413

3,989

354

21,694

52,650 74,344

6,156

707,201

965,268

△ 219,627

745,641

4,087,304

16,178,575

16,178,575

183

724

907

3,255,976

75

25,603

311,892

3,542,340

3,543,247

19,721,822

23,809,126

(2) 未 払 金

(3) 未 払 費 用

(4) 前 受 金

４ 流 動 負 債

(1) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

修 繕 引 当 金

(6) そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

５ 繰 延 収 益

(5) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金

ロ

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部
６ 資 本 金

(1) 自 己 資 本 金

(1) 長 期 前 受 金

(2)
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

ロ 受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

(2) 利 益 剰 余 金

資 本 金 合 計

７ 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

イ 工 事 負 担 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

イ 建 設 改 良 積 立 金

ハ 当年度未処理欠損金

ニ
そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

ロ
当 年 度 未 処 分 利 益
剰 余 金
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注　記

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法

　たな卸資産（貯蔵品）は移動平均法による原価法による。

２ 固定資産の減価償却方法

（1）有形固定資産

・減価償却の方法 資産取得の翌年度から定額法による。

・主な耐用年数 建物　     　    3～50年 構築物　      2～78年

機械及び装置　 　2～20年 車両運搬具      　5年

工具器具及び備品 2～20年

（2）無形固定資産

・減価償却の方法 資産取得の翌年度から定額法による。

・主な耐用年数 その他無形固定資産のうちソフトウエア　5年

３ 引当金の計上方法

（1）退職給付引当金

（2）賞与引当金

（3）貸倒引当金

４ 消費税等の会計処理基準

　

Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

・資金残高は貸借対照表の現金・預金に等しい。

・キャッシュ・フロー計算書は間接法により算出している。

Ⅲ 予定貸借対照表に関する注記

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上してい
る。

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式による。なお、控除対象外消費税等につい
ては、当年度の費用として処理している。

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定
のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、1,828千円である。

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を
計上している。

　職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、
当年度の負担に属する額を計上している。

Ⅳ セグメント情報に関する注記

１ 報告セグメントの概要

２ 報告セグメントごとの営業収益等

令和６年度（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

（単位：千円）

他会計負担金

他会計補助金

減価償却費

支払利息

特別利益

特別損失

Ⅴ リース契約により使用する固定資産に関する注記

Ⅵ その他の注記

１ 修繕引当金に関する経過措置

平成26年3月31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

２ 引当金の取崩し

（1）退職給付引当金の取崩し

　年度末退職者に対する退職給付金支給のために、22,808千円を取り崩す。

（2）賞与引当金の取崩し

　期末勤勉手当の支給及びそれに伴う法定福利費の支出のために、20,857千円を取り崩す。

（3）修繕引当金の取崩し

　修繕費用の支出のために、修繕引当金154,715千円を取り崩す。

八幡簡易水道事業 水道法の適用を受ける八幡簡易水道事業区域において、水道水を供給する業務

松山地区上水道事業 水道法の適用を受ける旧松山町水道事業区域において、水道水を供給する業務

柏谷沢小規模水道事業
山形県小規模水道条例の適用を受ける柏谷沢小規模水道事業区域において、
水道水を供給する業務

事業区分 事業の内容

酒田地区上水道事業 水道法の適用を受ける旧酒田市水道事業区域において、水道水を供給する業務

飛島簡易水道事業 水道法の適用を受ける飛島簡易水道事業区域において、水道水を供給する業務

平田地区上水道事業
水道法の適用を受ける旧平田町水道事業区域及び旧小林簡易水道区域において、水
道水を供給する業務

酒田地区 八幡地区 松山地区 平田地区
合　　計

上水道
飛 島
簡 易 水 道

八 幡
簡 易 水 道

上水道
柏 谷 沢
小規模水道

上水道

営業収益 2,088,306 3,477 15,642 86,637 737 131,092 2,325,891 

営業費用 2,062,505 46,735 68,945 119,669 7,137 144,342 2,449,333 

△ 13,250 △ 123,442 

経常損益 47,465 16,948 13,071 △ 25,166 1,099 △ 13,503 39,914 

営業損益 25,801 △ 43,258 △ 53,303 △ 33,032 △ 6,400 

その他の項目

67,482 0 46 438 46 829 68,841

1,220,389 23,809,126

セグメント負債 3,118,124 170,456 392,087 250,148 1,219 155,270 4,087,304

セグメント資産 20,429,269 322,460 805,216 1,003,952 27,840

157,377

773,751 11,139 45,084 44,044 1,367 43,503 918,888

2,354 62,842 71,912 12,491 7,778 0

32,735

45,166 0 23,615 0 0 2,129 70,910

20,053 749 4,766 5,033 0 2,134

　所有権移転外リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
　また、所有権移転リース取引に該当する契約はない。

133,699
有形固定資産及び
無形固定資産の増加額 832,219 104,989 73,225 51,742 0 85,122 1,147,297

85,715 1 44,919 11 2 3,051

-8-


